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研究成果の概要：本研究は、研究代表者がこれまで取り組んできた退職研究の一環をなす

ものである。今回は、退職者の健康と社会活動を総合的に捉えたアクティヴィティに関

する測定尺度を開発し、介入研究を行い支援技術のモデル化を目指したものである。 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
２００６年度 2200,000 円 0 円 2200,000 円 

２００７年度 600,000 円 180,000 円 780,000 円 

２００８年度 600,000 円 180,000 円 780,000 円 

年度  

  年度  

総 計 3400,000 円 360,000 円 3760,000 円 

 
 
研究分野：看護学 
科研費の分科・細目：地域・老年看護学 
キーワード：定年退職者、アクティヴィティ、プログラム開発 
 
１．研究開始当初の背景 
定年退職制度が流動化、希薄化する現代に

おける退職者の健康と社会活動の関連につ

いて明らかにする予定である。 

 団塊の世代が退職年代に差しかかる現在、

退職後の生活の不適応状態を早期に発見す

るための測定尺度および支援方法を実践的

に開発することは、緊急の課題であり、高齢

社会における看護介入の新たな方法論を提

示するものとして社会的要請の高い研究テ

ーマである。 

しかし、これまで、看護学においてはケア

の対象となる要援護高齢者への支援を中心

に取り組んできており、身体的な活動性に注

目してきた。ケアの対象とならない自立高齢

者の活動性に関する研究は緒についたばか

りである。活動性の高い退職移行期における

アクティヴィティを明らかにし、さらにその

支援方法のモデル化に関する研究はほとん

ど見あたらない。 
 
 



２．研究の目的 
定年退職者の健康と社会活動を総合的に

捉えたアクティヴィティに関する測定尺度

を開発し、それを用いた介入を行い、その

有効性の検討から地域保健活動における定

年退職活動の支援方法を明らかにする。 
 
 
３．研究の方法 

本研究は、退職研究に関する文献や既

存資料の検討を行いながら、退職者のア

クティヴィティの尺度開発のための調査

研究およびそれを用いた支援技術のモデ

ル化を目指した介入研究である。尺度開

発には、アンケートによる量的調査（質

問紙調査）と、質的調査（面接）の両者

を用いる。調査期間３年の、1 年目は尺

度開発、2 年目は尺度の検証と尺度を用

いた介入研究の開始、3 年目は介入研究

の継続的な実施・評価および 1 年間にわ

たる介入の有効性の評価から支援技術の

モデル化を行う。 
 
 
４．研究成果 

本研究は質的調査と量的調査を組み合わ

せた Mixed Method を採用し、質的調査（研

究 2）と２つの量的調査（研究 2，研究 4, 研

究 5）のデータを用いて研究 1 から研究５ま

でを実施した。 

1) 【研究１】：先行研究検討 

定年退職者は、定年退職を経て、中年

期での企業・職域志向型の生活から、高

齢期での家族・地域志向型の生活へと、

その生活構造を大きく変容させる。退職

者が生きがいをもって生活するためには、

退職者自身によるライフデザインを支援

するという視点が重要であるが、その条

件となる健康と退職のもたらす変化との

関連については十分に検討されていない。 

定年退職に関する研究が体系的に取り

組まれないまま、日本における退職とい

うイメージは「濡れ落ち葉症候群」の語

に代表されるように、退職後の生活は、

それまでの地位や役割、人間関係を喪失

する過程として描かれ、ネガティヴな退

職者像が流布している。 

2) 【研究２】：定年退職移行期における実

態調査（量的調査・質的調査） 

滋賀県を調査地として選定し、尺度開

発のための「質的調査（面接）」と「アン

ケートによる量的調査（質問紙調査）」の

両者を実施した。 

 前者は滋賀県内の退職者シニアボラン

ティアグループを訪れ、退職者への面接

調査と同時に、関係者への各種データの

収集をおこなった。主な聞き取り内容は

定年退職者の社会活動状況、退職準備、

定年退職前後の変化、個人属性、職業キ

ャリアなどである。分析手法にはライ

フ・ストーリーアプローチを用い、退職

の類型別に退職前後の生活構造の変化を

明らかにするよう試みている。 

われわれが取り組んだ調査の結果から

は、就労中から活動的な人たちは退職後

も社会活動に参加し、アクティヴィティ

の高い生活を送っていること、アクティ

ヴィティは疾患などの身体的要因ではな

く精神的健康、心理社会的要因と関連し

ていることがわかった。これらの結果は、

退職者のアクティヴィティに着目した支

援の重要性、さらには退職者を豊かな経

験をもつ社会資源として活用するシステ

ム構築の必要性を示唆している。 

後者は、「勤務者の健康と社会活動に関

するアンケート」と「退職者の健康と社会

活動に関するアンケート」の 2 種類の調査

票を作成し、A 県内の企業に配布した。対



象ケース数は、約 6,000 となり、当初計画

よりもかなり大規模なものになった。多く

のケースを確保できたことには、対象自治

体および多くの企業の協力が得られたこ

とが反映している。特に、「2007 年問題」

として団塊の世代の退職が社会的関心事

となっていることから、退職者への支援は、

関係の自治体で政策的課題として捉えら

れたことを示唆するものである。 

調査内容は健康状態、社会活動の活動性、

退職準備、自己意識等を尋ねる質問項目、

約 250 問からなっている。 

これら「勤務者の健康と社会活動に関す

るアンケート」と「退職者の健康と社会活

動に関するアンケート」の 2 種類の調査分

析に関しては複数の商工会議所、大手企業

の管理者らと継続的に検討し、中間報告書

を作成した。現在、「2007 年問題」として

団塊の世代の退職が社会的関心事となっ

ていることから、退職者への支援は、企業

においても重要な課題として認識されて

おり、今後も研究結果を還元しつつ、対策

について検討する。 

3) 【研究３】退職者のアクティヴィティ測定

尺度を開発 

20 年度も引き続き調査の分析に取り組み、

アクティヴィティに関する測定尺度を作

成する。質的調査と量的調査を総合して、

退職者のアクティヴィティ測定尺度を開

発できるものと考える。 

4) 【研究４】退職者の地域活動支援プログラ

ムの開発 

 本研究にさきがけて実施した定年退職者

の健康と社会活動に関する実態調査をもと

に、定年退職者の地域活動支援プログラムを

開発し、介入研究を行った。 

中心となる介入方法は、定年退職者への支

援のための「退職男性の健康づくり教室」で

ある。教室は約 10 か月間を 1 クールとして

開催した。その結果、退職者の社会活動のき

っかけづくりができ、受講者による自主グル

ープが立ち上がり継続的に活動を展開して

いる。その他教室に関連して、市民講座の開

催、市の健康づくり計画における制度化、定

年退職に関する啓発・教育活動、といった一連

の地域看護活動を展開した。 

 2 年間の介入結果をもとに、定年退職者が

地域活動に参加できる介入方法を確立し、受

講者による自主グループの結成へとつなが

る方法論を検討した。引き続き、退職者の地

域活動への参加促進のための支援の効果の

検証および地域保健活動における退職者へ

の介入方法のプロトコール作成に取り組み、

地域保健活動における退職者支援のあり方

について提案する予定である。 

 
5) 【研究５】イギリスにおける退職者ボラン

ティア活動に関する調査 

これらの調査および介入研究に関連して、

イギリスにおける定年退職者支援プログラ

ムに関する調査を行った。 

退職者の社会活動参加を促進するプログ

ラムに関して、2006年9月に1週間にわたる英

国におけるボランティア団体等を訪れ、関係

者への調査、資料収集を行った。英国のボラ

ンティア活動がすでに定着していることか

ら日本におけるプログラムにも有効な資料

となりうると推測される。 

  
以上、これら一連のまとめをもとに今後は、

これまでの質的・量的調査の一連の調査活動

を総括し、老年社会学における定年退職者研

究の新たな知見を見いだすことに力を注い

だ。今後は、これらの成果をまとめ、公表す

るための準備を進めている。 

高齢化のさらなる進展とともに、「2007 年



問題」といった団塊の世代の退職が社会的関

心事となったことから、地域保健活動におい

ても退職者の健康づくりのための支援体制

は喫緊の課題といえよう。 
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